
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 31,800 0

要求額 0 0

決定額

（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

   離職者雇用事業者奨励金

千円)

一　般
財　源

0

財 源 内 訳

県　債

10,600

0 0

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

予 算 要 求 資 料

令和５年度当初予算 支出科目 款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費

事 業 名

(前年度予算額： 31,80031,800１ 事 業 費

00

0

事業費

31,800

寄附金

　
　　無

商工労働部　労働雇用課　労働企画係 電話番号：058-272-1111(内3663)

E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

２ 要 求 内 容

収　入
その他

10,600

 ＜財源内訳＞

0

※R3.3月補正額

0

　新型コロナウイルス感染症は、過去の波をはるかに上回る圧倒的な感染スピードで感染
が急拡大する中、県内の雇用情勢は、コロナ初期の悪化から徐々に改善の動きが見られる
ものの、コロナ禍以前まで回復していない。加えて、原油や物価の高騰による中小企業の
経営状況への影響も懸念されている。こうした状況下において、コロナの影響による離職
者の再就職をより一層促進するため、離職を余儀なくされた方々を正社員として雇用した
中小企業事業主を対象とした奨励金により、引き続き早期再就職を促進する。

0 0 0

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　新型コロナウイルス感染症の影響により、就労の場を失った離職者を正社員として雇用
した中小企業事業主に対し奨励金を支給する。

　
　　県



（４）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ
　　なし

　徳島県「安定雇用促進支援事業（正規雇用に向けた助成）」
　　　　新たに雇用した労働者（中小企業）　　　1人につき30万円
　　　　　　　　　　　　　　（中小企業以外）  1人につき25万円

　長崎県「長崎県離職者雇用促進助成金」
　　　　新たに雇用した労働者（無期雇用）1人につき30万円
　　　　　　　　　　　　　　（有期雇用）1人につき15万円

　
　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ検討

事業内容の詳細

離職者を正社員として雇用した事業主に対する奨励金

事業内容

３ 事業費の積算 内訳

　新型コロナウイルス感染症による離職者が早期に就職できるように、離職者を雇用する
事業主に対する支援が必要であることから、県が主体となって実施すべき事業である。

10,600

（３）後年度の財政負担

（２）国・他県の状況

交付金

合計

金額

10,600


